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研究成果の概要（和文）：本研究は介護レセプトを用い、死亡前 12カ月間の要介護高齢者のサ
ービス利用および居所変化の実態を明らかにした。2000 年から 2005 年間に某市で死亡した
65 歳以上の要支援・介護高齢者 693 人を分析対象とした。死亡月にサービスを利用していた
のは 517人（74.6%）で、訪問サービスのみの利用が 203人（39.3%）と最多であった。うち、
サービス利用者の約 13%に居所変化の可能性が示唆された。死亡年齢が高いほど有意に居所変
化する傾向がみられた。本研究の結果から、終末期にある要介護高齢者の居所変化には本人の
病状変化や介護環境が関連している可能性が示唆された。 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of study was to clarify the end-stage elderly migration 
flows under the long-term care insurance (LTCI) system in rural Japan. Data included all 
claims and survival data from 2000 to 2005 in one municipal body in rural Japan. Data were 
analyzed for about 693 persons over the age of 65. Five hundred seventeen persons (74.6%) used 
the LTCI service in their month of death. In addition, 203 persons (39.3%) used only the visiting 
service. Among them, about 13% showed possible migration flows. A higher age of death and a 
female gender were significantly associated with such migration flows. We therefore found that 
the patient’ physical condition and/or care environment affected the likelihood of 
demonstrating migration flows. 
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１．研究開始当初の背景 
 急速に高齢社会を迎え、75歳以上の高齢者
の死亡数は全死亡者数の約６割を占めるよ
うになったわが国において、要介護高齢者の
終末期ケアへの対策は喫緊の課題である。 
高齢者は、老衰という避けられない自然経過
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をたどる上、心不全・脳梗塞後遺症など様々
な慢性疾患を抱えていることが多く、その死
にゆく過程は様々である。そのため、がん末
期患者のように、死期を判断することが非常
に難しい。また、要介護状態になってから死
に至るまでの療養生活は一般に長期化して
おり、要介護高齢者の多くは、介護保険サー
ビスを受けている。このことから、要介護高
齢者の終末期ケアのあり方を検討するにあ
たっては、どういった過程を経て最期を迎え
たのか、介護保険制度全体の視点から評価し
ていくことが必要である。 
こうした基本的視点に立って、現状の要介
護高齢者に対する終末期ケアに関する研究
を振り返ると、国内外ともに高齢者が最期を
迎えた場所での終末期ケアの過程を中心と
したものが多く、介護保険制度の下でどのよ
うな過程を経て、最終的にその居住場所で死
を迎えたかを、トータルかつ縦断的にみたも
のはほとんどなく、実態は分かっていない。 
平成 15年厚生労働省「介護サービス施設・
事業所調査」によると、退所者の在所期間は、
介護老人福祉施設で「５年以上」が 26.9％、
介護老人保健施設では「３か月未満」が
41.7％、介護療養型医療施設では、「３か月未
満」が 37.0％と最も多いことが分かっている。
また、訪問看護などの在宅サービスを利用し
ている高齢者を対象とした医療機関や施設
への入退所に関する多くの研究から、要介護
高齢者が居住場所を移動している現状があ
ることも明らかになっている。 
こうした「居所変化」が日常的に頻回に生
じている場合、要介護高齢者が自分の生活に
合わせて最期を迎える場所を選ぶという選
択の余地を縮小させることにもつながりか
ねない。また、介護保険制度の効果的・効率
的運用という視点からも、介護保険制度全体
から、終末期にある要介護高齢者が死亡する
までの過程をトータルかつ縦断的に評価し
ていくことは急務と考える。 
 研究代表者は、これまで介護保険給付レセ
プトデータを用い、在宅高齢者の訪問看護サ
ービスや施設サービス利用の実態とその関
連要因に関する研究を実施してきた。しかし、
これまで死亡転出に関するデータがなく、介
護保険サービス利用が中止された場合、その
理由が入院や転居などの転出によるものか、
死亡など介護保険資格損失によるものかの
判断ができず、利用者が死亡するまでの過程
を含めた分析を行うことに限界があった。ま
た、平成 18 年度に研究代表者が分担研究と
して実施した、「介護サービス施設・事業所
調査」の個票データを用いた研究では、利用
者の個票データから死亡した場所を特定す
ることはできたが、断面調査のため、死亡ま
での過程を明らかにすることはできなかっ
た。 
 しかし、今回、これまで契約により全介護
保険給付レセプトデータの提供を受けてい
た某市より、死亡転出データの提供を受ける
ことが可能になり、これまで困難であった要
介護高齢者のコホート集団の死亡までの過
程を追跡することが可能となった。 
そこで、研究代表者が所属する研究室にお
いて介護保険導入以降からコホートとして
整備してきた某市の全介護保険サービス利
用者の介護保険給付レセプトデータを用い、
これまで実態の把握が困難であった、要介護
高齢者の終末期における「居所変化」に関す
る縦断的実証研究を行うことになった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、介護保険レセプトデータを用い、
要介護高齢者の死亡前 12 ヶ月間の介護保険
サービス利用、居所変化の実態を明らかにす
ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（１）分析対象 
2000年4月から2005年3月までの某市（人
口約 53,000 人、高齢化率 21%）の介護給付
実績データ（介護保険レセプト）と 2000 年
4月 1日から 2005年 3月 31日までの死亡に
よる介護保険資格喪失者データをマージ し
て得られた 703 人のうち、死亡時の年齢が
65歳未満の者10 人を除外した693人を分析
対象とした。 
 
（２）介護レセプトＤＢ構築、データ項目 
個人属性として、性別、死亡年齢、要介護度
（死亡前直近）、死亡日を用いた。介護保険
サービス利用の実績データについては、介護
保険明細書データを統計処理が可能なデー
タベース形式に加工し、各月各サービス項目
の保険請求額（決定後）を抽出した。 
サービスの種類は、以下のとおりであった。 
① 居宅サービス：訪問介護、訪問入浴介護、
訪問看護、訪問リハビリテーション、居
宅療養管理指導 
② 通所サービス：通所介護、通所リハビリ
テーション 
③ 短期入所サービス：短期入所生活介護、
短期入所療養介護 
④ グループホーム：認知症対応型共同生活
介護 
⑤ 施設サービス：介護療養型医療施設サー
ビス、介護老人保健施設サービス、介護
老人福祉施設サービス 
⑥ その他：特定福祉用具販売、福祉用具貸
与、住宅改修、居宅介護支援 
 
（３）分析方法 
分析にあたっては、はじめに死亡月を始点
とし遡った 13 か月間分のサービス利用のデ
  
ータベースを作成した。次に、死亡日（１日
から 31 日）による１月の保険請求額のばら
つきを調整するために、死亡当月の月数を死
亡前月のサービス保険請求額で割り、１月あ
たりのサービス保険請求額を算出した。そし
て、死亡当月の生存日数をかけて死亡当月の
保険請求額を算出し、これに死亡前月のサー
ビス保険請求額を足したものを死亡月（実際
には当月＋前月）の保険請求額とした。死亡
月の各サービスの利用の有無については、保
険請求額が 0を無、1以上を有とした。 
 解析は、まず、死亡月および死亡前 12 ヶ
月間のサービス利用の状況（１月内の利用サ
ービスの組み合わせ、死亡月から遡ったサー
ビス利用継続期間、12ヶ月間継続してサービ
スを利用していた者のサービスの組み合わ
せパターン等）について記述統計を行った。
続いて、サービス利用の状況を従属変数とし、
性別、死亡年齢、要介護度との関連を分析し
た。統計解析には統計パッケージ SAS を用
い、有意水準は 5%未満とした。 
 
４．研究成果 
[研究結果] 
（１）基本属性 
性別は、男性 291人（42.0%）、女性 402人
（58.0%）であった。死亡年齢は、平均 83.8
±7.8歳（レンジ：65-102歳）であり、男女
別では男性が 81.2±7.5 歳（65-100 歳）、女
性が 85.7±7.4歳（レンジ：65-102歳）であ
った。死亡前直近の要介護度は、介護度 5が
最も多く 223 人（32.2%）であり、次いで介
護度 4が 134人（19.3%）、介護度 1が 113人
（16.3%）であった。男女別では、男女とも
に介護度 5が最も多く、男性 99人（34.0%）、
女性 124人（30.9%）であった。 
 
（２）死亡月のサービス利用、居所変化 
①死亡月の介護保険サービス利用 
 死亡月になんらかの介護保険サービスを
利用していたのは、517 人（74.6%）であり、
176人（25.4%）は介護保険サービスを利用し
ていなかった。死亡月に介護保険サービスを
利用していたか否かで分け、性別、要介護度、
死亡年齢との関連について検討した結果、
「要介護度が高い（p=0.0016）」、「死亡年齢
が高い（p=0.0451）」人ほど有意に介護保険
サービスを利用していた。性別との間には有
意差は認められなかった。 
 
②死亡月のサービス利用パターンからみ
た利用者の居所変化の可能性 
要介護度を低介護度群（要支援 1、要介護
度 1-4）、高介護度群（要介護 5）にわけ、死
亡当月に何らかの介護保険サービスを利用
していた者（n=517）のサービス利用パター
ンをみた。その結果、訪問サービスのみが 203
人（39.3%）、次いで施設が 132 人（25.5%）、通
所サービスのみが 62人（12.0%）、訪問＋通所サ
ービスの組み合わせが 45人（8.7%）であった。 
一方、訪問＋ショートステイ 21 人、訪問＋通
所＋ショートステイ 18 人、通所＋ショートステイ
17 人、訪問＋施設 5 人、通所＋施設とショート
＋施設各 1 人と死亡月内で居住場所の移動の
あった可能性のある者が 63 人（12.3%）存在して
いた（表 1）。 
 
表 1 死亡月のサービス利用パターン：死亡月に何ら
かのサービスを利用していた者（n=517） 
 
n % 
訪問サービスのみ 203 39.3  
介護保険施設のみ 132 25.5  
通所サービスのみ 62 12.0  
訪問＋通所サービス 45 8.7  
ショートステイのみ 11 2.1  
グループホームのみ 1 0.2  
（居所移動の可能性あり）    
訪問＋ショートステイ 21 4.1  
訪問＋通所＋ショートステイ 18 3.5  
通所＋ショートステイ 17 3.3  
訪問＋施設 5 1.0  
通所＋施設 1 0.2  
ショート＋施設 1 0.2  
合計 517  
 
サービス利用パターンから死亡月に居所
変化した可能性のある者とそれ以外の者に
分けて、性別、要介護度、死亡年齢との関連
をχ2検定または Wilcoxon rank testにより
分析した。その結果、死亡年齢が高いほど居
所変化した可能性のある者が多い傾向がみ
られた（p=0.0388）。性別と要介護度につい
ては統計的に有意な差は認められなかった。 
 
（３）死亡前 12 カ月間における介護保険サ
ービスの利用、居所変化 
①死亡前 12 カ月間の介護保険サービス利
用 
 死亡前 12 カ月間の介護保険サービスの利
用継続期間について、死亡月から遡って調査
した。その結果、12カ月間継続して介護保険
サービスを利用していた者が最も多く 184人
（26.6%）であった。次いで、死亡月のみ 79
人（11.9%）、死 亡月から 1 カ月間継続が 34
人（4.9%）であった。12カ月間介護保険サー
ビスをまったく利用していない者が 43 人
（6.2%）、死亡月から遡って継続しておらず
間に未利用月があった者が 225 人（32.5%）
であった。 
 12 カ月間まったく介護保険サービスを利
用していない者（n=43）を除外した上で、12
カ月間介護保険サービス継続利用の有無と
性別、要介護度、死亡年齢との関連について
分析した結果、死亡年齢が高いほど、利用者
  
が女性の場合は有意に 12 カ月間介護保険サ
ービスを継続利用していた（p=0.0208）。 
 
②死亡前 12 カ月間継続利用していた者の
サービス利用パターンからみた居所変化の
可能性 
12 カ月間介護保険サービスを継続して利
用していた者（n=184）のサービス利用パタ
ーンをみた（表 2）。まず、介護保険施設を継
続利用していた者は、56人（30.4%）であり、
うち「介護老人福祉施設」の継続利用者が 31
人、「介護老人保健施設」が 18 人、「介護療
養型医療施設」が 4人であった。残り 3人は
死亡前 12 カ月の間継続して施設入所してい
たが、途中に「介護老人福祉施設から介護老
人保健施設への移動」があった。同一の施設
を継続利用していた者のそれぞれの平均介
護度は、「介護老人福祉施設」の継続利用者
では 4.2 と最も高く、「介護老人保健施設」
は 3.9、「介護療養型医療施設」は 3.7であっ
た。また、グループホームのみ継続利用者が
1人いた。 
他方、訪問サービスのみを 12 カ月間継続
利用していた者は 184人のうち 50人（27.2%）
であった。うち１種類のみの訪問サービスを
利用していた者は 26 人であり、その内訳は
「訪問介護のみ」が 15 人、「訪問看護のみ」
が 7人、「訪問入浴のみ」が 4人であった。「訪
問リハビリテーション」「居宅療養管理指導」
のみはいなかった。2 種類サービスを組み合
わせで継続利用していた者は 17 人であり、
「訪問看護＋訪問入浴」の組み合わせが最も
多く 8人、次いで「訪問看護＋居宅療養管理
指導」が 3 人、「訪問看護＋訪問介護」2 人、
「訪問介護＋居宅療養管理指導」2人、「訪問
入浴＋居宅療養管理指導」1人、「訪問介護＋
訪問入浴」1 人であった。その他 3 種類のサ
ービスの組み合わせが 7 人、4 種類のサービ
スの組み合わせが 1人であった。以上の訪問
サービスのみの継続利用者については市内
での転居の可能性は否定できないが、居所変
化の可能性は低いと考えられた。 
一方で、その他 76人は 12カ月間介護保険
サービスを継続利用しているが、施設のみ、
訪問サービスのみといった同一のサービス
の組み合わせではなく、月によって異なる組
み合わせのサービスを利用していた。 
 
表 2 死亡前 12カ月間のサービス利用パターン：
12カ月間介護保険サービスを継続して利用してい
た者（n=184） 
 
n % 
介護保険施設のみ 56 30.4 
（内訳）   
  介護老人福祉施設 31  
  介護老人保健施設 18  
  介護療養型医療施設 4  
  介護老人福祉→介護老人保健 3  
訪問サービスのみ 50 27.2 
（内訳）   
  訪問介護のみ 15  
  訪問看護のみ 7  
訪問入浴のみ 4  
訪問リハビリテーションのみ 0  
居宅療養管理指導のみ 0  
訪問看護＋訪問入浴 8  
訪問看護＋居宅療養管理指導 3  
訪問看護＋訪問介護 2  
訪問介護＋訪問入浴 1  
訪問介護＋居宅療養管理指導 2  
訪問入浴＋居宅療養管理指導 1  
訪問介護＋訪問入浴＋訪問看護 4  
  訪問看護＋訪問介護＋居療管指 2  
訪問看護＋訪問入浴＋居療管指 1  
訪看＋訪介＋訪入＋居療管指 1  
通所サービスのみ 0 0.0 
ショートステイのみ 0 0.0 
グループホームのみ 1 0.5 
上記以外 76 41.3 
合計 184  
  
[考察] 
 2 年間の介護保険レセプトを用いた研究か
ら、死亡月および死亡前 12 カ月間における
介護保険サービス利用の現状、居住変化の可
能性の高い者の存在が明らかになった。 
介護保険サービスの利用パターンから死
亡月には介護保険サービス利用者の約 13%が
居住場所を移動した可能性が示唆された。性
別、介護度には有意差がなく、死亡年齢が高
いほど有意に居所変化した可能性のある者
が多かったことは、本人の病状よりもむしろ
介護期間の長さや介護者の有無など介護環
境に関する要因が影響している可能性が考
えられた。 
死亡前 12 カ月間のサービスの利用状況で
は、死亡月から遡って 12 カ月間継続して介
護保険サービスを利用していた者は 26.6%で
あった。死亡年齢が高いほど、利用者が女性
であった場合は有意に 12 カ月間介護保険サ
ービスを継続利用しており、加齢による介護
環境の変化や女性が家族の介護を担ってい
るわが国の現状を反映した結果であると考
えられた。これに対し、死亡前 12 カ月間に
介護保険サービスをまったく利用していな
い者が 6.2%、12 カ月間の間に未利用月があ
った者が 32.5％であった。これは、当該月・
期間においては介護保険サービスではなく、
入院やがん末期であるなど医療保険でのサ
ービスを受けていた可能性が考えられる。一
方、死亡 12 カ月前の時点では介護保険サー
ビスを利用しておらず、介護保険サービスを 
利用し始めた者は 23.4%であり死亡当月の
みの利用が最も多く 11.4%であった。 
  
以上、本研究の結果から、高齢者が亡くな
る前の 12 カ月間のサービス利用パターンか
ら居所変化の現状が明らかになるとともに、
関連要因としては、病状変化や介護者の状況
が関連している可能性が示唆された。介護保
険レセプトは、本人の属性に関する詳細情報
および家族・世帯の情報を得ることができず、
さらには医療保険に移行した場合に追跡が
できないという限界がある。 
より詳細な関連要因を明らかにするため
には、利用者本人だけでなく、家族や介護状
況に関する実態調査データと合わせたさら
なる分析、医療保険レセプトとの突合による
医療・介護サービス全体からの分析が必要で
あろう。 
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